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このことについて、下記のとおり実施したので報告します。 

 

記 

 

１ 調査研究または 

 研修実施日 

令和 ８年 １月 １９日（月）～ 

  １月２１日（水） 

２ 調査研究または 

研修の場所 

① １月１９日 兵庫県豊岡市役所 

② １月２０日 広島県広島市役所・ 

③ １月２１日 広島県竹原市役所 

  

 

３ 調査研究事項 

または研修名 

① ジェンダーギャップ解消戦略について 

②  ⅰ小・中・高等学校における平和教育の取組 

   ⅱ広島市の平和への取組 

③ 地域まるごと支えあい体制づくり事業「たけはらまるっと」

について 

 

４ 参加者氏名 

 （   ２名） 

大久保 昌代 

原田 ひろこ 

 

５ 調査研究または

研修の概要及び

感想等 

 

別紙のとおり 

 

※ 自家用車又はレンタカーを使用した場合は、必ず自家用車・レンタカー使用報告書

を添付してください。 



（別 紙） 

豊岡市 

◆視察目的◆ 

全国的に人口減少が進む中、地方では若い世代、特に若い女性の都市部への流出が大きな課

題となっている。兵庫県豊岡市では、この状況を地域の将来に関わる問題として捉え、「ジェン

ダーギャップ解消戦略」を策定し、行政だけでなく企業や地域と連携した取組を進めている。   

今回の視察では、戦略策定の背景や政策としての位置付け、推進体制、具体的な取組について

説明を受けた。女性の就労支援と移住・定住施策の関係や、官民連携の進め方、これまでの成

果と課題について理解を深めるとともに、本市の施策を考える上での参考とすることを目的と

して実施した。 

◆概要◆ 

豊岡市は兵庫県北部、日本海に面した自然豊かな地域である。市内には円山川が流れ、コウ

ノトリの野生復帰の取組でも知られている。また城崎温泉などの観光資源を有し、観光業と農

業を中心とした地域経済が形成されている。 

人口は約 7万 6千人、面積は約 697平方キロメートルと広い市域を持つが、人口減少と少子

高齢化が進んでいる。特に若い女性の転出が多いことが課題となっていたことから、豊岡市で

は人口減少対策の一つとしてジェンダーギャップの解消に取り組む方針を掲げ、2021年度から

2030年度までの 10年間を計画期間とする「ジェンダーギャップ解消戦略」を策定している。 

◆視察内容◆ 

（１）戦略策定の背景 

豊岡市では人口動態を分析する中で、若い女性の転出が男性よりも多い状況が続いているこ

とが分かった。また雇用の面でも、女性は非正規雇用の割合が高く、年齢が上がるにつれて男

女の賃金格差が広がる傾向が見られるという説明であった。この状況を単なる男女平等の問題

ではなく、地域の将来に関わる課題として捉え直し、男女共同参画の取組をまちづくりの政策

として位置付ける形で戦略を策定したとのことであった。 

（２）推進体制 

取組を進めるため、「多様性推進・ジェンダーギャップ対策課」を設置し、専門部署として施

策を担当している。また、市長を本部長とする庁内横断の体制を整え、教育、産業、地域政策

など幅広い分野でジェンダーの視点を取り入れた施策を進めている。また、市民委員による戦

略会議や企業との連携会議も設けられており、行政だけでなく地域全体で取組を進める体制が

つくられている。 

（３）女性の就労支援と定住促進 

女性が働きやすい環境を整えるため、市内企業を対象とした働き方改革の取組や、女性のキ

ャリア形成を支援する事業が行われている。企業に対して従業員意識調査を実施し、働きやす

さや働きがいを把握することで、企業自身が職場環境の改善に取り組むきっかけとしていると

の説明であった。女性向けのデジタル人材育成事業など、新しい働き方につながる取組も進め

られている。これらの取組は、若い世代が地域に定着する環境づくりにもつながるものとして

位置付けられている。 

（４）官民連携による取組 

企業や地域団体と連携し、「ワークイノベーション推進会議」を設置している。企業経営者や



従業員が参加する研修や意見交換を通じて、働き方や職場環境の見直しが進められている。教

育分野では、女子中高生を対象としたプログラミング体験なども実施されており、将来の進路

選択の幅を広げる取組も行われている。 

（５）前期５年間の取組 

この戦略は 10年間の計画であり、現在は前期 5年間の取組について検証が進められている段

階とのことであった。企業や市民の間でジェンダー平等への関心が高まるなど一定の変化も見

られる一方、働き方や家庭内での役割分担など、引き続き取り組むべき課題も残されていると

の説明であった。 

◆所感◆ 

今回の視察を通して、ジェンダーギャップの問題は男女平等という観点だけでなく、人口減

少社会における地域の将来とも深く関係していることを改めて認識した。豊岡市では、若い女

性の転出という人口データを出発点として、地域の働き方や社会のあり方を見直そうとしてい

る。行政だけでなく企業や地域と連携しながら取組を進めている点は、長期的な課題に向き合

う上で重要な取組であると感じた。 

本市においても、男女共同参画の推進を意識啓発だけで終わらせるのではなく、働き方や地

域社会のあり方も含めて考えていく必要がある。女性が働き続けやすい環境づくりや多様な働

き方の推進は、若い世代の定住にもつながり、地域の活力を維持していくためにも、ますます

重要であると考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

広島市 

◆視察目的◆ 

 ①小・中・高等学校における平和教育の取組 

世界では現在も各地で紛争や戦争が続いており、多くの命が失われている。平和は決して当

たり前のものではなく、次の世代にその大切さを伝えていくことが重要である。広島市は 1945

年 8月 6日に原子爆弾が投下された被爆地であり、長年にわたり平和教育に取り組んできた自

治体である。しかし、被爆体験を直接語ることのできる方は年々減少しており、体験の継承は

全国的な課題となっている。 

今回の視察では、広島市における小学校から高等学校までの平和教育の取組について説明を

受け、被爆体験の継承をどのように教育の中で位置付けているのかを学ぶとともに、本市の平

  



和教育を考える上での参考とすることを目的として実施した。 

②広島市の平和への取組 

広島市は、被爆の実相を「守り・広め・伝える」ことを使命とし、核兵器廃絶と世界恒久平

和の実現に向けた先進的な平和施策を推進している。本視察では、広島市が展開する「核兵器

廃絶を目指した取組」「平和意識の醸成」「被爆体験の継承・伝承」という三つの施策体系につ

いて理解を深めるとともに、「平和首長会議」や国際社会への発信など、自治体としての具体的

な役割を学ぶことを目的とした。あわせて、本市の平和都市宣言の理念をより実効性ある施策

へと発展させるための示唆を得ることを目指した。 

◆概要◆ 

広島市は中国地方の中核都市であり、人口約 119万人、面積約 906平方キロメートルを有す

る政令指定都市である。1945年 8月 6日に原子爆弾が投下され、多くの市民の命が失われ、都

市は壊滅的な被害を受けた。この経験を踏まえ、広島市では世界恒久平和の実現を都市の理念

として掲げており、国内外に向けて平和の大切さを発信してきた。教育の分野でも、被爆体験

を原点とした平和教育が体系的に行われている。 

◆視察内容◆ 

①小・中・高等学校における平和教育の取組 

 広島市では、児童生徒が主体的に平和について学べるよう、「知る」「考える」「伝える」とい

う学習の流れを重視した平和教育が行われている。市独自に作成された「ひろしま平和ノート」

を中心教材とし、被爆体験や平和に関する資料をもとに、発達段階に応じて学びを深められる

内容となっている。 

小学校においては、被爆の実相に触れることで命の尊さや人間愛に気づくことを重視した学

習が行われており、被爆当時の生活や人々の思いに触れる授業を通して、自分や家族、友人、

動植物など命あるものすべてを大切にする心情を育む指導がなされている。また、「被爆体験を

聴く会」では被爆者から直接話を聞く機会が設けられ、令和 6年度には 171回実施されている。

学んだことを日常生活に結び付ける工夫も見られた。 

中学校では、学習の視点が広がり、「自分・他者・社会」への理解を深める授業が展開されて

いる。生徒は、平和への思いを英語で発信する「伝える HIROSHIMAプロジェクト」に参加し、

平和記念式典に参列する海外からの参加者や各国大使に向けて自らの考えを伝える経験を積

み、学んだことを社会に発信する力や国際的な視野を育むことが狙いである。 

高校においては、さらに学習の視点を広げ、「自分・他者・社会・世界」への理解を深める教

育が行われている。学校ごとの特色を活かし、外国人観光客に向けた平和公園のガイド活動な

ど、平和の意義や歴史の重みを伝える実践的な取組が実施されている。小・中・高を通じた 12

年間の教育プログラムの中で、児童生徒は発達段階に応じて平和について考える力を身に付け、

学びを社会に生かす経験を積むことができる。 

平和教育の基盤として「平和教育アーカイブス」が整備され、被爆体験の映像記録や学習資

料が保存・活用されている。児童生徒が学んだことを表現し、発信する場として「こどもピー

スサミット」や「全国こども平和サミット」が開催されており、市内小学校 6年生の作文や意

見発表の中から選ばれた児童が平和記念式典で「平和への誓い」を読み上げ、世界に向けて平

和のメッセージを発信している。これらの取組を通じて、子どもたちは学ぶだけでなく、自ら

考え、発信する力を養っている。 



②広島市の平和への取組 

広島市では、被爆の実相を伝える取組として、平和記念資料館や平和記念公園を中心に展示・

証言活動が体系的に実施されていた。また、「迎える平和」の理念のもと、各国の為政者の被爆

地訪問を促し、G7広島サミットの開催などを通じて、国際社会への強い発信を行っている。さ

らに、平和首長会議（166か国・地域、8,000超都市が参加）を通じた国際連携や、学校教育・

市民参加による平和文化の振興、語り部の育成やデジタル技術を活用した継承事業など、多角

的な施策が展開されていた。 

◆所感◆ 

①今回の視察を通して、広島市の平和教育は被爆体験の継承を基盤としながら、子どもたち

が主体的に学ぶ教育として積み重ねられてきたことが分かった。小学校から高校まで 12年間を

通した教育の流れが整理されており、発達段階に応じて平和について考える学習が行われてい

る。また、学ぶだけでなく、自分の言葉で平和の大切さを伝える機会が設けられている点も大

きな特徴であると感じた。 

被爆体験を語ることのできる方が少なくなる中で、証言の記録や教材の整備など、次の世代

に伝えていくための取組が進められていることも重要であると感じた。平和教育は単に歴史を

学ぶことにとどまらず、命の尊さや人権の大切さについて考える教育でもある。現在も世界各

地で紛争が続く中、平和の価値を次の世代に伝えていく教育の役割は今後ますます大きくなる

ものと考え、本市においても平和教育の推進が重要であると再認識した。 

②広島市の平和施策は、被爆の記憶を継承するだけでなく、「国際社会を動かす自治体」とし

て主体的に行動している点に大きな意義を感じた。特に「迎える平和」という考え方は、各国

の指導者に被爆の実相を直接体感させることで、核兵器廃絶への意識変革を促す極めて実効性

の高い取組であり、G7広島サミットの開催はその象徴であると実感した。 

また、被爆体験の継承についても、語り部の高齢化という課題に対し、デジタルアーカイブ

化や次世代への継承など、持続可能な仕組みづくりが進められており、平和教育の在り方とし

て非常に参考となった。さらに、平和首長会議を通じた国際的なネットワークの構築は、自治

体が世界平和に貢献できる可能性を示すものであり、本市においても視野を広げた取組が求め

られると感じた。 

あきる野市においても、「平和都市宣言」の理念を具体的な施策として深化させ、市民一人ひ

とりの平和意識の醸成と次世代への継承に取り組むことが重要である。今回の視察で得た知見

を生かし、より実効性の高い平和施策の推進に努めていく決意を新たにした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

竹原市 

◆視察目的◆ 

本視察は、少子高齢化や人口減少の進行に伴い、生活困窮、孤立、ひきこもりなど複雑化・

複合化する地域課題に対応するため、竹原市が推進する重層的支援体制整備事業の取組を調査

することを目的とした。特に、属性を問わない包括的相談支援の仕組み、多機関協働による支

援体制、地域まるごと支えあいネットワークの構築手法について学び、本市における地域共生

社会の実現に向けた施策の充実に資することを目指した。 

◆概要◆ 

竹原市では、「やっぱりええね たけはら〜誰一人孤立させない地域共生社会の実現〜」を基

本理念に掲げ、地域福祉計画と重層的支援体制整備事業を一体的に推進している。相談支援・

参加支援・地域づくり支援を柱とし、分野や世代を超えた包括的支援体制を構築している点が

特徴である。市と社会福祉協議会が連携し、多機関協働による支援を展開するとともに、三層

構造のネットワークにより地域全体で支え合う仕組みを整備している。 

◆視察内容◆ 

竹原市の取組は、地域共生社会の実現に向け、「包括的相談支援」「参加支援」「地域づくり支

援」「アウトリーチ」「多機関協働」の五つの機能を一体的に展開している点に大きな特徴があ

る。重層的支援体制整備事業は、制度や分野ごとの縦割りでは対応が困難な複合的課題に対し、

属性を問わず包括的に支援を行う仕組みとして、国により創設されたものである。 

竹原市では、相談窓口において高齢者、障がい者、子ども・子育て、生活困窮などの分野を

横断して「断らない相談支援」を実施しており、相談内容に応じて適切な支援機関につなぐと

ともに、単独機関では対応困難なケースについては多機関協働により支援方針を検討する体制

が整えられている。特に社会福祉協議会が中心的役割を担い、関係機関との調整や支援のコー

ディネートを行っている点が特徴である。 

また、支援につながりにくい方への対応として、アウトリーチによる継続的支援を実施し、

地域の中で潜在化しているニーズの把握に努めている。これにより、従来の制度では支援が届

きにくかった層へのアプローチが可能となっている。 

さらに、地域づくり支援として、福祉分野を超えた多様な主体が参加する協議の場を各地区

に設け、地域資源の活用や新たな支え合い活動の創出を進めている。住民自治組織や地域団体、

NPO等が連携し、地域課題の解決に向けた取組を主体的に展開している点は重要である。 

 



体制面では、市全域（第 1層）、日常生活圏域（第 2層）、小地域（第 3層）の三層構造によ

り支援ネットワークを形成し、地域に身近なレベルでの支援と専門機関による支援を有機的に

連携させている。 

加えて、計画の推進にあたっては PDCAサイクルによる進行管理を行い、庁内組織と外部委員

会の双方から評価・改善を図る仕組みを整備している。これにより、継続的な質の向上と実効

性の確保が図られている。 

このように竹原市では、行政と地域、専門機関が一体となり、「地域まるごと」で支える体制

を具体化している。 

◆所感◆ 

竹原市の取組は、制度の枠を超えた「断らない相談支援」と、多機関協働による支援体制を

基盤に、地域全体で支え合う仕組みを構築している点が非常に先進的であると感じた。特に三

層構造によるネットワークと、社会福祉協議会を核としたコーディネート機能は、本市におい

ても参考となる重要な視点である。 

今後は、庁内連携の強化と地域主体の取組を一体的に進め、「誰一人取り残さない」支援体制

の実現に向けて施策を深化させていく必要があると強く感じた。 
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